
第４章 三宅島雄山の噴火

吉田 行郷

１． 三宅島の概況

三宅島は，東京都伊豆諸島の南部にあ

（第る面積 ，周囲 の火山島55.5 35km㎢

。 年現在，人口は 人で，1図） 2010 2,676

65 35高齢化率（ 歳以上の人口割合）は

％に達している（国勢調査ベース 。島）

の主な産業は， 年頃までは農業と1965

漁業であったが，その後，自然環境を活

かした観光業が島の産業の中心となって

いた（ 年の噴火前には，年間約８2000

万人の観光客が訪問 。）

農業は，明日葉（あしたば）等の特産

野菜作が中心であり，噴火前は，ビニー

第１図 三宅島全島地図ルハウスを利用してのレザーファン等の

花卉観葉類も盛んであった。農業産出額は， 年現在， 千万円で，うち野菜が 千2006 12 10

万円とその ％を占めている（いも１千万円，花き１千万円 。 年現在，農地面積83 2010）

（ ） ， （ ） 。は うち普通畑 で 販売農家数は 戸 うち主業農家は６戸 となっている95ha 93ha 45

漁業は，トビウオ，イセエビ等の刺網漁業，カツオ，マグロ等の引き網漁業，あじ類，

イカ，タイ等の釣り漁業，テングサ，トサカノリ等の採藻漁業が盛んであったが，噴火後

。 ， ， ， ，は大きく漁獲量が落ちている 漁獲量は 年現在 ｔで うちまぐろ類 あじ類2010 202

かつお類の合計が ｔで ％を占めている（ 年の漁獲高は１億７千万円 。また，79 39 2010 ）

漁業センサスによれば， 年現在，島には 隻の漁船があり，漁業従事者数は 人2008 49 50

となっている（ 年現在，漁業協同組合員は 人，うち正組合員 人 。2011 480 33 ）

２． 三宅島の2000年の噴火からの復興に関する文献

三宅島の噴火が自然環境に与える影響に関する論文は多数存在するが，三宅島の経済，

地域コミュニティに与えた影響と復興状況，地域復興計画および地域復興策に関する研究

成果は，それほど多くない。また，それらは地理学，建築学，人文科学，社会心理学とい

った分野における研究成果が中心で，農林水産業，農山漁村の専門家による研究はこれま

でほとんど行われていない。このほか，全島避難の時期が長かったこともあり，住民意識

の変化についてのアンケート調査・研究が幾つか存在する。
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（１） 噴火による経済的な影響，その後の復興状況

三宅島の 年の噴火が島の経済に与えた影響については，田中等（ ）で最も体2000 2009

系的に整理されており，その後の復興状況についても併せて網羅的に整理されている。こ

のほか，島の経済に与えた影響については，干川（ ，浅野（ ）がそれぞれ整理2007 2011）

を行っている。ただし，いずれも後述するような被災した農地面積，森林面積等の把握以

外は定性的な被害の把握にとどまっている。

他方，復興状況に関する報告としては，観光業，水産業，農業の再開，復興に関しては

（ ）， （ ）， （ ） ， ， （ ），山下他 高木他 干川 が 商工業の再開 復興については村上2005 2006 2007 2009

浅野（ ）がある。いずれも，噴火前と帰島後とで，観光客数，営業している宿泊施設2011

数，農地面積，漁獲量，事業所を開設してる商工業者数等を比較し，それらが噴火前の状

況を依然として大きく下回っていることを明らかにしている。

（２） 噴火による地域コミュニティへの影響

三宅島の噴火による地域コミュニティへの影響については，浅野（ ）が長期避難生2011

活中に避難民の生活を支えた各種の支援・自助活動，帰島後の地域コミュニティの抱える

課題について分析・整理している。また，宮下（ ）は，長期避難生活下における島内2009

。 ， （ ），（ ），コミュニティの崩壊と再編に関する考察を行っている このほか 杉山他 2002 2003

（ ）により，長期避難生活中における三宅島特産物の栽培と種苗の確保を目的として2004

東京八王子市に開場された「三宅島げんき農場」における農業者を中心としたコミュニテ

ィの再編と被害者の生活再建意識の変化に関する一連の研究報告がある。

地域コミュニティに関する文献では，避難生活中のコミュニティの変化を追ったものが

多く，既存の地域コミュニティが崩壊し，新たなコミュニティ形成に向けた取り組みが行

われ，それがある程度効果を上げたことが明らかにされている。しかしながら，帰島後の

コミュニティの現状と課題については，浅野（ ）が 年の現地調査結果に基づき2011 2010

簡潔に整理しているにとどまっている。

（３） 復興計画

年 月に三宅村復興計画策定委員会 委員長林春男京都大学教授 が策定した 三2002 12 （ ） 「

宅村復興基本計画 （ ）は，避難対策，住宅再建，就労対策等に関する計画であり，」 2002

。 （ ）， （ ）地域外からの若い人の呼び込みについても言及されている 田中他 増山他2004 2006

は，ほぼ同時期に発生した有珠山噴火に対する災害復興計画との比較分析を行った文献で

あるが，いずれも島と本土という土地柄の違い，火山ガス（二酸化硫黄ガス）の状況の違

い等により，公共施設の移転に関する考え方等が異なることを明らかにしている。なお，

大森（ ）は，三宅島噴火後の住民の精神健康問題が主な分析テーマではあるものの，2009

「三宅村復興計画」の中身と立案経緯について詳しく整理している。

これらの文献からは，三宅島の復興計画の特徴とその背景が明らかにされている。
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（４） 復興対策

復興対策関係では，石原（ ）による火山ガス対策，泥流対策，緑化対策，農業復興2007

対策相互の時系列的，空間的関係を明らかにした分析結果がある。また，農業復興対策に

（ ） ， ，焦点を絞った分析としては石原 があり 農業復興対策の実施状況を整理した上で2006

火山ガスの影響を受けない品目・緑化苗の生産，遊休農地の有効活用のための流動化の必

要性を明らかにしている。このほか，復興対策に関する文献としては，廣井等（ ，2002）

田中等（ ，木村（ ）によるアンケート調査に基づく住宅再建等の被災者支援を2004 2009）

中心にした分析，干川（ ）による国土交通省による都市再生モデル調査事業の実施状2007

況に関する報告があるが，いずれも農林水産業の復興，農山漁集落の再生という視点から

の研究成果ではない。

以上のように，農林水産業の復興対策に関する文献としては石原（ ，石原( )2006 2007）

があるのみであるが，これらにより各種復興対策の有機的な連携の必要性，農地の有効利

用のための課題が明らかにされている。

なお，雲仙普賢岳の噴火，新潟中越地震，北海道南西沖地震においては，多額の義援金

が集まり（例えば雲仙普賢岳の噴火では約 億円 ，それが基金化されて自由度の高い190 ）

使われ方をしたことが，震災復興に向けて大きく寄与した。ところが，三宅島の雄山の噴

火については，当初，全島避難が長期化するとは考えられなかったこともあって，義援金

は 億８千万円にとどまっている。このため，三宅島においては，義援金は，被災者の29

生活支援のために全て配分されて使いきられていることが，大森（ ）によって紹介さ2009

れている。

（５） 住民意識（アンケート調査）

住民意識に関するアンケート調査では，田中等（ ）で紹介されている 年から2009 2005

年にかけて実施した帰島者の意識に関するアンケート調査が，島民の意識の経年変2008

化を的確に捉えており，世帯分離帰島の理由，帰島していない若年層，子供の帰島のため

の条件等も明らかにしている。このほか，三宅村役場による帰島に関する意向調査や避難

生活の実態に関する調査，田並( ）による避難の実態と支援情報に関するアンケート2011

調査，干川（ ）による非帰島民の生活状況に関するアンケート調査等がある。また，2007

アンケート調査ではないが，ヒアリング調査により避難生活をしている島民の帰島に対す

る様々な考えを浮き彫りにした植村（ ）の研究成果報告もある。2006

３． 2000年の噴火による被害状況

三宅島は，最近 年間では，平均 年の間隔で 回の噴火が起き， 世紀以降だ500 50 13 20

1940 1962 1983 2000 1983けでも４回の噴火が観測されている 年 特に 直近２回の（ ， ， ， ）。 ，

年， 年の噴火は，その被害も大きく，色々な場面で語られることが多い。 年の2000 1983

噴火時には，溶岩流が島で一番住宅の多い阿古地区に流れ込み，人的な被害はなかったも

-77-



のの，全壊家屋 棟，溶岩流のため出入り不能となった家屋 棟を数えるなど大きな340 190

被害が家屋で発生し，被災世帯は総計で 世帯にのぼり，また，山林と農地にも被害が510

出た（被害総額 億円強 。255 ）

これに対して， 年の噴火（最初の噴火は同年６月）では，全壊家屋は 棟，半壊2000 11

もしくは一部損壊の家屋は 棟にとどまったものの，火山弾の被害や「火砕流発生 （実17 」

際は噴煙柱が上昇しきれず崩れてしまった火砕もどき）の情報があったこと等から，火山

噴火予知連絡会による「高温の火砕流の可能性」との見解を受けて， 年９月に全島2000

民が島外避難を余儀なくされた。その後，大規模な噴火には至らなかったが，大量の火山

ガスの放出が続き（最大５万トン １日 ， 年２月までの４年５ヶ月，避難指示が解/ 2005）

除されなかった。 年の噴火でも人的な被害はなかったが，降灰や泥流により村営牧2000

場を含む農地 は全面的に被害を受け，７ あった施設園芸用のハウスも全壊して274ha ha

いる 。森林（総林野面積 ）も， が火山ガスの影響を受け，人工（第１表） 4,228ha 2,500ha

林は一部の地域を除いて全滅となった 。漁業関係では，３漁港と定置網が噴火に伴う地１）

盤沈下等により被災し，火山灰や泥流の流入等によりテングサ，トサカノリの漁場も壊滅

的な被害を受け，港に係留されていた漁船も約 隻が廃船に追い込まれている。60

なお， 年の噴火では，被害が確定しないうちに全島避難となり，それが長期化し2000

第１表　2000年の三宅島雄山の噴火による
　　　　被害状況一覧（2005年現在）

道路 都道 16ヶ所
村道 14路線
林道 64ヶ所
農道 ３ヶ所

港湾 漁港 ３港
港 １港
空港 １港
海岸 １ヶ所

ライフライン 水道 21ヶ所
電気 38ヶ所
電話 14ヶ所
ＬＰガス 約1,500戸

治山・治水 治山 26渓流
砂防 13渓流
森林 2,500ha

住宅 村営 32団地
一般 島内全域
堆積土砂 島内全域

公共施設等 学校 ３校
診療所 １ヶ所
保育園 ３ヶ所
公園施設 ９園地

生産基盤施設 農地 274ha
農業用水 １ヶ所
漁業基盤施設 17ヶ所

資料：東京都「東京都の災害」（2005）より作成
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たため，被害総額の試算は行われていない。ただし，三宅村役場によれば，農業関係の災

害査定に関しては，被害額 億７千万円という数字がある。26

４． その後の復興状況

年時点における三宅島の 年の噴火からの復興状況について，上記の文献サー2012 2000

ベイだけでは十分に把握できなかったことから，農林水産政策研究所では， 年６月2012

に現地調査を行った（村役場， ，漁業協同組合，島内にある５集落全ての自治会代表JA

者，農業者，漁業者に対するヒアリング等を実施 。その調査結果及び先行研究の成果か）

ら，現在までの復旧・復興の状況を整理すれば以下のとおりである。

（１） インフラの復旧状況

前述のように，道路，港湾，ライフライン，公共施設等が大きな被害を受けたが，イン

フラの復旧には， 年から 年の 年間だけで 億円（うち国費 億円）の事2000 2004 5 508 318

業費が投じられた。

年時点で，道路網は一部の林道が閉鎖されている以外は復旧し，港湾も火山ガス2012

の高濃度地区にある三池港が使えない状況である以外は復旧している。また，空港は営業

を再開しているが，依然として，火山ガス等の影響で欠航が多く，島への交通面での玄関

口は，東京との定期便が就航している阿古港が専ら担っている。このほか，一部の地区で

治山，砂防の工事が続けられている。

なお，今後の課題としては，まだ高濃度地区にあるため手つかずになっている村営牧場

の被災跡の処理，高濃度地区の被災建物の解体等が，今後の課題として残っており，村役

場も，廃校となった中学校の校舎を仮設庁舎として使用している状況が続いている（噴火

前の村役場の庁舎は，まだ高濃度地区の指定が外れていない坪田地区にある 。）

（２） 避難先からの住民の帰島状況

噴火の沈静化を受けて

年２月より，島民の帰2005

島が始まったが，避難島民

の帰島割合は ％にとど68

まり ，噴火前に比べて２）

（ 年から 年にか1995 2005

けての 年間で ，人口に10 ）

ついては ％の減少（国36

勢調査ベース ，高齢化率）

は ％から ％へと ポ24 37 13

イントの上昇（国勢調査ベース）した。三宅島では，それまでも人口げ減少していたが，

第２図　三宅島の人口および高齢化率の推移
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資料：国勢調査

注1)．高齢化率は、65歳以上の者の人口に占める割合である。
　 2)．２０００年は、調査時点（10月1日）において全島避難中であった。
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噴火と長期間の島外避難により，人口減少に拍車がかかった上に高齢化もそれまで以上の

ペースで進展してしまった 。（第２図）

ただし，国勢調査によれば 年から にかけては人口が増加しており，高齢化率2005 2010

も下落している。さらに，年齢階層別の人口の変化を見ると， 歳未満人口が 人か15 138

ら 人へと ％増加している点が注目される。現地調査の結果，商売をしていた高齢188 36

者が後継者に代替わり

し，そうした人達が子供

を産んだり連れてきてい

ること，移住してきたダ

イビングショップ等の経

営者が子供を産んでいる

こと，駐在している警官

が単身赴任から家族を連

れての赴任に切り替わっ

てきたこと等が理由とし

て挙げられている。

こうした動きを受けて，出生率も 年に であったのが， 年には まで2000 0.81 2007 0.17

下落したが，近年は 前後で推移している 。0.7 （第３図）

なお，住民基本台帳ベースでは， 年から 年にかけての人口減少は ％にと1995 2005 21

どまっているが，これは，島に住民票があるが，生活基盤が本土にあるいわゆる「幽霊人

口」が含まれているためである。

また，三宅島には５つの集落があるが，住民の多くは，帰島後，それぞれの集落に戻っ

て，自宅を立て替え，補修して住んでいる。避難中に自宅の損傷がひどく，自力で立て替

え，補修を行えなかった高齢者，あるいは自宅が高濃度地区にあって戻れない住民は，島

内の各地にある村営住宅に住んでいる（村営住宅は，噴火前 戸であったが，こうした154

人達のために戸数が増やされ，現在， 戸分確保されている 。210 ）（写真１，２）

また，坪田高濃度地区に関しては， 年４月より， 年 月以前に住んでいた者2011 2000 6

に限って（火山ガスの影響を受けやすい子供，病人等を除く ，特例的に継続滞在がで）３）

39 2000 155きるようになり，現在 世帯が同地区に住んでいる。同地区には噴火前の 年に

307 92 147世帯， 人（いずれも住民基本台帳ベース）が住んでいたが，そのうちの 世帯，

人が 年時点で帰島届出 を提出している。2010 ４）

写真１ 高濃度地域で廃屋となった住居 写真２ 島内にある村営住宅の一つ

第３図　三宅島の出生率の推移
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資料：三宅村役場作成資料より
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（３） 農業の復興状況

農家の農地については の畑地が復旧し（噴火前の の ％ ，特産の明日葉等95ha 97ha 98 ）

の生産が再開されたほか，レザーファン等花卉観葉植物を主とする施設園芸も徐々に増加

。 ， ，しつつある 火山ガスの風向きの関係で 阿古地区の農地復旧が遅れていたが（ ）写真３

年に４ の農地復旧が終了し， 年にそれが農家に引き渡され， 年に東京2009 ha 2010 2011

都からの助成を得てハウスの再建が行われている 。（写真４）

写真３ 生産が再開された明日葉（あしたば） 写真４ 都の助成で造成されたビニールハウス

ただし，火山ガスの影響で収穫量が回復しない状況が続いており（レザーファンは特に

火山ガスに弱い ，ビニールハウスにも火山ガスによる腐食防止のための措置が施されて）

いる。

噴火前の 年２月には，総農家 戸，販売農家が 戸で，農業就業人口 人2000 199 124 174

のうち 歳未満は 人であった（農業センサス 。これが， 年農業センサスによ65 110 2010）

れば，総農家 戸，販売農家は 戸に激減し， 歳未満の農業就業人口も 人しか118 45 65 12

（ ， ， ）。いない状況となっている ただし 全員が基幹的農業従事者であり 主業農家も６戸いる

2012 JA 456 543 JAまた， 年現在， の組合員は，正組合員が 人，準組合員が 人いるが，

によれば，実際に農産物を販売している農家は 戸程度にとどまっている。30

農地の復旧においては，自給的な生産を行っている人の畑も含めて復旧させたが，高齢

化も進んでいるため，帰島はしたものの，農業からリタイアする農家も増えており，耕作

放棄地化しているところも少なくなかった。また，ビニールハウスでも，助成金を使って

建築はしてみたものの，加齢もあって広過ぎて，自分だけではやりきれず，かといって他

に引き受け手もいないので，耕作放棄地化してしまっているところも散見された。新たに

復旧した阿古地区の４ の畑地も７割程度の利用 率ではないかと村役場ではみている。ha

三宅村役場， では，農業復興のため，現在，明日葉，レザ－ファンに代わって主力JA

となり得る作物を模索しており，旅行者への手土産として期待できるパッションフルーツ

の生産に ～６戸の農家に 弱の規模で取り組んでもらっている。5 1ha

また， の村営牧場については（噴火前は，乳牛を放牧していた ，依然として再210ha ）

開の目途が立っていない。

農業の後継者問題も，農業者の高齢化が進展していて，漁業と同様に深刻な状況である
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， ， ， ，が 主力作物が決まらないため 村役場でもＪＡでも推進できないでいるが 村役場では

この２～３年のうちに取り組まないといけない課題として位置付けている。

他方，このような農業を巡る厳しい状況の中で，Ｉターンで三宅島に来て施設園芸を始

め， 年の噴火の際には約 棟のビニールハウス全てが被災しながら，避難先の八丈2000 30

島でユリの栽培を始め，それを拡大させた上で，三宅島への帰島後は，再び同島で明日葉

作りに取り組み，現在，２島にまたがって園芸・花卉栽培を行っている専業農家もいる。

（４） 漁業の復興状況

漁業については，漁港に係留されていた小型の漁船の多くが噴火の被害，避難中の台風

の被害で廃船せざるを得ない状況となったため（約 隻が廃船となった ，漁業センサス60 ）

によれば，噴火前の 年に 隻あった漁船が，帰島後の 年には 隻にまで減少1998 83 2008 49

（ ）。 ， ， ，している ％の減少 なお 年の噴火時には 以上の大型船 隻については41 2000 10t 12

全船が下田，式根島，大島に避難し，そこで操業を続けていたので（それぞれ避難先の港

から三宅島の周辺まできて操業し，避難先の港で水揚げを行っていた ，今なお ｔ以上） 10

の船 隻が島内で操業している。11

このように多くの漁船が廃船となったことに加えて，漁業者の高齢化も進展していたこ

1998と 島外への避難が長期化したこと等により 漁業センサスによれば 漁業就業者は， ， ，

年に 人であったのが， 年には 人に減少している。また，その間，漁業従事者111 2008/ 50

の高齢化率も ％から ％に上昇している（なお，国勢調査によれば，帰島後の漁業従30 34

事者数については， 年から 年にかけて， 人から 人に増加している 。2005 2010 27 31 ）

漁港については，島内にある５漁港 のうち３港が被災した。噴火前には，阿古港だ６）

けでなく，坪田港にも冷蔵施設があったが，帰島時には，漁業者も漁船も大きく減少して

しまうことが見込まれていたことから，阿古港に集約する形で，漁港の復旧が進められた

。残りの４港も廃港とはせず，災害で道路が分断された時に備えて，維持(写真５，６）

されることとなったが，冷蔵施設，給油施設については，帰島時に阿古港だけに設置する

こととされ，荷さばきも同港のみで行われている 。このため，現在もなお，阿古港以外７）

の港でも漁船による操業は行われいるが，獲れた魚については，漁船で，もしくはクーラ

ーボックス等に入れられて車で阿古港にある漁業協同組合に持ってこられる 。（写真７）

また，他港に住んでいるが，阿古港に大型船を停泊させ，通いで漁業を行っている漁業者

もいる。仮の冷凍，冷蔵施設は，帰島時の 年に作られ，帰島して直ぐに漁業を再開2005

することができている。現在ある冷凍，冷蔵施設は， 年に着工され， 年に竣工2009 2010

している。定置網も噴火の影響で大きな被害を受けたが， 年度に設置場所を変えて2007

復旧し，以後，漁業協同組合が直営している。

火山灰や泥流の流入等によるテングサやトサカノリへの被害が収束していないほか，操

業者数の減少もあって， 年の漁獲量は トンと，噴火前の 年と比べて ％2008 202 1999 61

の減となっている。漁獲高では， 年に２億４千４百万円であったのが， 年には1999 2010
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写真５ 冷凍・冷蔵施設が再整備された阿古港 写真６ 阿古港に停泊中の漁船群

写真７ 小型船による漁が依然続く他の漁港（左から伊ヶ谷漁港，坪田漁港，大久保漁港）

１億７千万円まで減少している（ ％の減。漁獲量ほど減っていないのは，クサヤの材30

料となるムロアジ，トビウオ等の大衆魚の漁獲量が減り，相対的に平均単価が上がってい

）。 ， ， （ ， ） ， ，るため 漁業協同組合では 操業者が減っており 沖合漁業 引き網 底網 が 今後

伸びることが期待できないものの，テングサ，トサカノリ等の採藻漁業が，避難前の状況

に戻れば，漁獲高の回復の余地はあるとしている（テングサ，トサカノリの最盛期は，両

， ）。者で２～３億円の漁獲高があり それが底支えをして４～５億円の漁獲高となっていた

， ， ， ， 。ただし この５年ほどは まだ テングサ トサカノリが増加する兆しが見られていない

現在，遊漁船登録を行っている船は 隻あり，多くの船が漁業と掛け持ちで使われて29

いるが（例えば，平日は自ら漁を行い，週末は釣り船になる等 ，そのうちの 隻強は，） 10

ダイビング，イルカ・ウォッチング用に使われている。

漁業の後継者問題については深刻な状況であり， 年度に検討委員会が立ち上げら2012

。 ， ，れた 海や魚が好きな者を応募して１週間くらいの短期研修を行い やる気のある者には

２～３年の長期研修も行うことを計画している。こうした研修制度は，神津島，小笠原諸

島でも既に行われており，実績もあることから，三宅島でも成果がでることが期待される

ところである（三宅島における現地調査では，サラリーマンを辞めて漁業を始めた人を２

人把握しており，潜在的なニーズはあるものと思われる 。）

（５） 森林に関する復旧状況
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の森林が噴火とその後の火山ガスの噴2,500ha

出，泥流等による被害を受け，多くの木が枯れ

てしまった 。現在，枯れた木の伐採（写真８）

を村営の事業として実施しており，その後，土

壌の回復を待って，植樹を行う団体（ 人規100

模で来島する団体が２， 人規模が１， 人40 20

程度の団体が ）に春秋に来てもらい，村有地10

に植樹をしてもらっている。 年６月現在，2012

もう少しで村有地の植樹が終わる状況で，その

後は民有地への植樹が検討されている。写真８ まだ枯れた木々が大量に残る山裾

（６） 観光業等に関する復興状況

業種別商工業者数をみると，サービス業が一番多く，それに卸・小売業，建設業が続い

ている。三宅島も他の島と同様に，公共事業が多く，それに依存している面がある。

島の主要産業である観光業については，三宅島観光協会の調べでは， 年の観光客2007

数は４万人と震災前の 年の８万人と比べて半減している 。噴火前には，観1999 （第４図）

96 22 2005光客や釣り客等を対象とした民宿等の宿泊施設は 軒あったが このうちの 軒が， ，

年の観光客等の受け入れ再開を機に営業を再開し，その後，次第に営業を再開する施設が

増加し， 年現在 軒となっている 。ただし，観光人口の回復の伸び悩み，経営者2011 51 ８）

の高齢化等もあって廃業するところも出てきている。

サービス業では，一番民宿従事者が多いが，現在，卸・小売業では後継者への世代交替

が進みつつあるのに対して，民宿は，高齢者が多く，若い人に継がれていない。今は，離

島ブームも収束しており，釣りとダイビングに客が特化しているが，そうした状況に対し

て民宿経営者が対応できていない。インターネットでのＰＲが出来ている民宿は人気があ

るが，高齢な経営者は，そうした状況への対応ができていないという問題がある。

なお，三宅島では，民宿と漁業，農業との兼業は少なく，そうした兼業は全部で３軒程

第４図　三宅島の観光人口の推移
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資料：「平成19年度伊豆諸島・小笠原諸島観光客入込実態調査報告書」東京都産業労働局観光部
注．航空便と船便の利用者数に、観光客数と観光客以外の人数の係数を掛け合わせて求めた試算

　値である。
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度となっている。これに対して，民宿とダイビングショップ，民宿と釣りという組み合わ

せは多く，三宅島観光協会の資料によれば， 年現在，釣舟，磯釣りガイド案内を行2012

う宿泊施設は７軒，宿泊が可能なダイビングショップは８軒となっている。

（７） 地域コミュニティの再生状況

全島避難した島民の避難先で最も多かったのが東京都内で， 人と全体の９割を占3,291

めている。そして避難先も 区全域と多摩地区 市町への分散避難となり，避難者の７23 27

割が都営住宅等の公営住宅への入居となった。避難所や仮設住宅という一般的なパターン

を踏まずに公営住宅の空き部屋を活用して，直接，公営住宅に入居させた点は画期的な方

法として評価され，入居者の８割が「満足」とアンケート調査で回答している。

しかし，それが結果的には既存の各集落単位での入居はできず既存コミュニティが崩れ

てしまい，そのことが避難島民の精神的な苦痛に拍車をかけた面もあったとの指摘がある

。９）

他方で，各地の団地で避難民がまとまって団地自治会に加入したり，高齢者や独居者の

見守りを行うなど，避難島民の地区意識が取り払われた感も避難島民の間に出る状況とな

っていた。さらに，新たなコミュニティの集合体として「三宅島島民連絡会」が誕生し，

避難島民間の情報の伝達や交換を行うこととなった 。また，離島避難中，全島民を対象）10

とした「三宅島島民ふれあい集会」も計９回開催されている。これらの活動は，集落毎に

あったコミュニティが，避難先では，島全体で一つのコミュニティへ再編されたとみるこ

とも可能である。

ところが， 年６月に農林水産政策研究所が行った現地調査で，５つの集落毎にあ2012

る自治会の代表にヒアリングを実施したが，避難中，せっかく集落を越えて人間関係が広

がったのに，帰島後，噴火前から住んでいたところに住む人が多かったため，再び，

第２表　三宅島の集落別人口と集落内の人口の変化

集落名 人口 帰島届出人数 最近の集落内の人口構成の変化

神着 524人 419人
24年から警察は単身赴任から家族連れの駐在となった。集落内の子
供が増えたうちの半分は島に駐在する警察官が連れてきた子供達。
また、集落に青年はいるが独身が多い。

伊豆 438人 297人
帰島者は多かったが、一番若い人がいない集落。子供は中学生１
人、高校生1人しかいなかったが、子供が3人いる警察官が駐在してく
れたので、一気に5人に増えた。

伊ヶ谷 159人 151人
集落内で若い人のIターン、Uターンは2人だけ。このほか、若い人が
ダイビングショップにいるが、結婚適齢期の独身者は集落内にはいな
い。子供は5人いるが、このうち3人は駐在する警察官の子供達。

阿古 989人 780人 不景気もあるのか、若い人が子供を連れて帰ってきている。

坪田 648人 504人
高濃度地区に住んでいた人達の多くは、自宅に戻れていない。帰島
しても、高齢のため、自宅再建できなかった人が多い。ただし、若い
移住者は多く、集落の中心的な存在になっている。

島全体 2,758人 2,151人

Ｕターンで子供を連れて帰ってきている人が増えている。ちょうど、商
店をやっている親が子供に家業を継ぐ時期にきている。阿古集落は
帰ってきている人が一番多く、神着集落がこれに続いて多い。この両
集落は、若い人がやっている商店が増えた。伊豆集落は公務員の多
い集落で、伊ヶ谷集落と坪田集落は商店も少なく、帰ってきている人
も少ない。

資料：住民基本台帳、帰島届出データ、各集落の自治会の代表者からの聞き取り結果（島全体について
　　　は村役場からの聞き取り結果）
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各集落の地区意識が色濃く出るようになったことを残念がる声が多く寄せられたが，こ

のことは，逆に長年築かれてきたコミュニティの強さの現れとみることも可能である。

また，帰島後，集落を越えた交流が積極的に行われることはないものの，①避難先で形

成された個人ベースでの交流は引き続き帰島後も続いていること，② 年の噴火前は2000

小学校３校，中学校３校，高校１校体制であったのが， 年の帰島後は小中高とも１2005

校体制となったことにより（保育園も３園から１園へ） ，小中学校，保育の生徒・園児）11

とその父兄の間では新たな交流が生まれていることが同時に指摘されている。

他方で，ほとんど高齢者しかいない集落，高濃度地区居住者とそうでいない地区の居住

， ， ， ，者がいる集落 観光業が盛んで ターン ターンしてきた者が住む集落 東京都の支庁I U

警察署，学校が立地しているため公務員が多い集落等，集落によって置かれている状況が

異なる 。特に，若い人がＵターン等で帰ってきている集落と高齢者ばかりでほ（第２表）

とんど若い人が帰島していない集落とでは，将来展望も異なり，そうした状況と住民の意

識の違いが集落を越えた取り組みを阻害している面もあると考えられる。

（８） 被災者に対する支援の状況

前述のように，三宅島の雄山の噴火については，当初，人的被害，物的被害も小さく，

全島避難が長期化するとは考えられなかったこともあって，義援金は 億８千万円にと29

どまっている。このため，義援金は６回にわたって被災者への生活支援として配分され，

その後２回にわたって高濃度地区に対する見舞金として配布されて使いきられている（新

島，神津島にも配分されたので三宅島に限れば 億円２千万円 。合計６回の生活支援で25 ）

配布された義援金は，単身世帯で 万８千円，２人世帯で 万６千円，大人２人＋子116 172

供２人の４人世帯で 億円２千万円となっている 。284 ）12

このように義援金が，長引く避難中の

生活費に対する支援に使われてしまっ

たため，住宅の取り壊し及び建て替え

・補修のための資金とはならず，また，

被災者支援のための制度として 「被害，

者生活支援法」があったが，この法律

では 年の改正までは，住宅の立て2007

替え，修繕には対応していなかった。

このため，東京都がこれに対応するた

め独自の支援として「被災者帰島生活

再建金」の支給を行っている（１世帯当写真９ 高濃度地区で解体された住宅跡地

たり 万円を上限に支給 。また，このほか，高濃度地区における廃家屋等の公費によ150 ）

る解体撤去事業，島内全般での住宅の再建のための融資への東京都からの利子補給がある

。こうした支援を受けてもなお自力で家を再建できない人には村営住宅に入っ（写真９）

てもらうなどの措置が講じられた。

また，漁船についても，噴火や台風で壊れた漁船の廃船については公費で行われたが，

漁船の新たな建造・改修については，利子補給による支援にとどまっている。
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農業については，農地の復旧が補助金で行われたほか，東京都からの助成（三宅島営農

再開支援事業）で希望者に対するビニールハウスの再建が行われている 。（写真10，11）

また，国の緊急地域雇用特別基金事業を活用して，避難中における三宅島特産物の栽 培

と種苗の確保を目的として開設された「三宅島げんき農場」が，三宅島特産の観葉植物や

（第３島内緑化苗木の生産を目的として「三宅村ゆめ農園」が，それぞれ開設されていた

。表）

写真10 都の助成を受けたビニールハウスの入口 写真11 ビニールハウス内部

これらは，避難している農家の経済的支援になっただけでなく，見知った顔に出会える

場として，新たな人間関係を作る社交の場としても機能し，結果として農業者のコミュニ

ティを大きく崩壊させることなく，少なくとも避難期間中の農業者の営農意欲の維持に貢

献した 。)13

５．東日本大震災への示唆

以上のような三宅島噴火に関する先行研究のレビュー及び現地調査結果から，東日本大

， 。震災からの復興に向けて関係者にとって参考となる点を整理すれば 以下のとおりである

（１） 人口減少と高齢化の急速な進展への対応

三宅島の 年における噴火では， 年から避難島民の帰島が始まったが，前述2000 2005

第３表　三宅島「げんき農場」、三宅村「ゆめ農園」の概要

施　　設　　名 立地および開設日 目　　　　　的 栽培作物 面積 雇用者数

資料：東京都「三宅島噴火災害の被災者に対してとった支援措置一覧」（平成16年３月１日）等から筆者が整理。

三宅島「げんき農場」

三宅村「ゆめ農園」

東京都八王子市
（2001年5月10日）

東京都江東区
（2002年２月１日）

両農場合
計で295人

三宅島特産物の栽培と種苗の
確保を目的とし、帰島後の農
業再開をスムーズにするのが
主な狙い。（緊急地域雇用創
出特別交付金事業を活用）

三宅島特産の観葉植物と島内
緑化苗木を生産し、帰島後の
スムーズな農業再開と島内緑
化への貢献が目的。（緊急地
域雇用創出特別交付金事業
を活用）

赤芽イモ、明日葉、
サツマイモ

溶岩に観葉植物を
植え込んだ「溶岩
鉢」、樹木苗ヤブツ
バキ、タマシダ・レ
ザーファン

30,000㎡

  25,000㎡
（ビニールハ
ウス12棟）
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のように，帰島人口が大きく減少し，かつ，高齢化率が大きく上昇してしまった。

このことは，三宅村が本土に避難している島民に対して 年７月から９月にかけて2004

実施した帰島意志に関する意向調査結果が裏付けている 。同意向調査によれ（第４表）

ば，避難している島民のうち， 歳～ 歳層では ％以上が帰島の意志を持っている50 69 80

が， 歳以下層では帰島の意志を持っている者は ％を切っており， ～ 歳層でも29 50 30 39

帰島の意志を持っているのは２／３にとどまっている。また， 歳以上層をみると，年50

齢階層が上がるにつれ，健康面の不安や介護の必要性を感じる者の割合が増えるためか，

帰島する意志を持っている者の割合が減少している。

また， 年以降，帰島した世帯でも，世帯員全てが帰島しない分離帰島となったケ2005

ースが多くみられた 。前述のサーベイリサーチセンターによる帰島者の意識に関するア）14

2005 1 29ンケート調査結果によれば 帰島していない家族がいる世帯は 年の第 回調査で， ，

％， 年の第４回調査でも ％となっている 。2008 20 （第５表））15

同調査のうち， 年の第４回調査では 「帰島していない家族がいる」と回答した世帯2008 ，

において，帰島していない家族として「息子・娘」を挙げる世帯が ％あり 「配偶者」67 ，

を挙げる世帯が ％で続いている 。19 （第５図）

これらの要因としては，避難期間が 年半に及んだことから，①多くの若年層が本土で4

第５表 帰島していない家族が

いる世帯の割合の推移

調 査 時 割 合

1 2005 28.6%第 回（ )

2 2006 18.8%第 回（ )

3 2007 16.2%第 回（ )

2008 20.1%第４回（ )

資料：サーベイリサーチセン

ター「帰島民の意識に関

するアンケート調査結果」

第４表　年齢階層別にみた帰島意志の有無（2004年７月～９月の調査結果）

年齢階層 調査対象人数 回答人数 回答率 帰島の意志有り 帰島の意志なし 不　明

人 人 ％ ％ ％ ％

0～９歳 184 147 79.9 44.2 41.5 14.3

10～19歳 315 268 85.1 41.8 48.5 9.7

20～29歳 199 162 81.4 34.6 51.9 13.6

30～39歳 260 206 79.2 66.5 22.3 11.2

40～49歳 382 328 85.9 78.4 11.9 9.8

50～59歳 496 428 86.3 86.2 7.0 6.8

60～69歳 531 495 93.2 84.4 4.4 11.1

70歳以上 893 838 93.8 76.1 10.7 13.1

合　　計 3,260 2,872 88.1 71.4 17.5 11.1

資料：三宅村「世帯詳細調査集計結果」（平成16年９月15日）
注：2004年７月16日現在、住民基本台帳等登録世帯に対する調査である。

第５図　帰島していない家族(複数回答）
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資料：第３表に同じ。
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就職してしまったこと，②子供達が就学し，生活がそこに定着してしまったこと，③病

気がちの高齢者が健康面での懸念から帰島を断念したこと，④火山ガスが発生し続けてお

り子供や高齢者に対する健康面で懸念があること等が指摘されている 。）16

こうした地域コミュニティを支える人材の質，量，両面での減退が，地域経済の復興に

とって大きな足枷となっている面がある。

今回の東日本大震災の被災地のうち，被害が大きく復興に時間のかかる地域でも，子供

の避難先での就学・定着により，こうした事態となる懸念があることから，現時点から，

若年層を中心にした人口減少，高齢化の進展を前提にして，復興計画を検討・策定する必

要があると考えられる。

三宅島の噴火における帰島できない人の理由を踏まえれば，具体的には，①地場産業の

創出等による若い人が働ける就業の場の創出，②産科医や小児科医等の確保，教育施設の

充実等安心して子供を育てられる環境の整備，③高齢者医療や高齢者福祉の充実等の高齢

者が安心して暮らせる環境の整備が必要であり ，これらの必要性については，東日本大)17

震災で，住民が地域外に避難し，それが長期化しそうな地域でも必要な対策ではないかと

考える。

また，前述のように，数は多くないが，近年，三宅島出身の若い人の ターンや タU I

ーンの動きがあることを今回の現地調査で把握できた。他方で，現地調査では，島に縁故

， ， ，のない者が 新たに島に住みたいというケースで 空き家が増加しているにもかかわらず

不動産業が島内にないこと，島内の人達が他人に家を貸したがらないこと等から，居住す

る家の確保が難しく，そのことが大きな阻害要因になっていることが明らかになった 。）18

三宅島では，今後，農業，漁業，観光業等の担い手を島外からの人材で確保していく必要

性も増すと考えられるので，そうした住宅の確保をどう行っていくべきか，今後具体的に

明らかしていくことは，同じような人材確保の面での問題を抱える可能性の高い東日本大

震災の被災地にとっても有益と考えられる。

（２） 復旧後の農地の引き受け手の確保，農家等の収入確保への配慮

前述のように，三宅島で農業の復興を阻害している要因としては，火山ガスによる農産

物への影響も挙げられるが，人口減少と高齢化率の上昇で，農業者の数が大きく減少して

いることも理由として挙げられる。

村役場が 年８月に本土に避難している農業者に対して実施した意向調査では 「営農2004 ，

を再開する」と回答した農業者は ％にとどまり 「時期と条件により」が ％ 「再開50 20， ，

しない」が ％を占めている 。17 （第６表）
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また，農地の復旧の面では， 年より農地の災害復旧事業が行われたが，当初の事2005

業対象地が であったのに対して ， 年３月までに の農地が復旧したとこ212ha 2006 85ha）19

ろで事業を終了している ｡このように事業対象面積が大きく減っている，最も大きな理）20

由としては， と広大な村営牧場が火山ガスにより復旧できない状況にあることが挙210ha

4haげられるが 他方で 前述のように 新たに復旧して農家に引き渡された農地（ ）写真12 ， ， ，

でも既に耕作放棄が見られること，農地の復旧事業開始直後に農地の復旧申請の取り下げ

が あったこと 等からも分かるように，復旧した農地もしくは復旧予定の農地に対4ha ）21

して，その引き受け手となる農業の担い手が大きく不足していることも，その要因として

挙げられる。

東日本大震災の被災地では，水田

からのがれきの撤去だけでなく，塩

抜き，水利施設や排水溝の復旧等も

必要であるので，より災害復旧事業

の長期化が想定されている。今後の

農業従事者数の減少と高齢化の進展

については，三宅島以上の地域もあ

ると考えられることから，復旧事業

終了後，その農地を利用して営農す

る者がいないという事態とならない

よう，事業実施前から担い手確保に

写真12 噴火で被災したものの危険区域内にある向けた対策を講じていく必要がある。

ため復旧の目途が立っていない村営牧場

第６表　三宅島の農業者に対する意向調査結果
　　　　　　　（2004年８月16日現在）

人　数 割　合

人 ％

調査票発送数 679 100.0

回答者数 440 64.8

営農の再開について

再開する 220 50.0

時期と条件により 88 20.0

再開しない 75 17.0

営農していなかった 42 9.5

未記入 15 3.5

災害復旧事業の申請

　 申請する 238 54.1

申請しない 39 8.9

未記入 31 7.0
資料：三宅村「三宅島農業・漁業および商工業者の意向調査について」

　   　　（平成16年９月15日）

注：再開および復旧事業の申請に関する割合は回答者数に対するもので

　  ある。
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なお，農地災害復旧事業実施中は農家に現金収入が望めないことから，復旧事業におけ

る島民雇用が進められたほか（ 年に延べ約 人を雇用 ，治山工事等に必要な緑2005 5,400 ）

化用の自生苗を緊急募集し，応募のあった 戸の農家から３ヶ月で３万本の緑化苗の供16

給を受け，農家の収入確保にも貢献している 。）22

こうした復旧事業での農業者，漁業者の雇用や農業者，林業者からの緑化苗の供給につ

いては，東日本大震災の被災地でも行うことができる対策であり，営農再開までに，そう

した収入確保のための仕事を農業者に提供していくことが重要である。

（３） 漁業の担い手確保，漁港の再編，操業継続のための地域外からの支援

漁業の復興を阻害している要因としては，火山灰や泥流により磯根漁業が回復していな

いことが挙げられるが，農業と同様に，人口減少と高齢化率の増加で，漁業者の数が大き

く減少していることもその要因として挙げられる。

三宅村が 年８月に本土に避難している漁業者に対して実施した意向調査では 「操2004 ，

業を再開する」と回答した者は ％にとどまり 「再開しない」が ％と，漁業を再開39 32，

（第７する意志のある者の割合が農業者の再開意志のある者の割合より低くなっている

。このことは，三宅島では，大型機械を必要としない畑作中心の農業に比べて，漁船表）

や漁具に対する多額の投資が必要な漁業の方が再開のハードルが高かったことを示してい

る。

東日本大震災の被災地でも，漁港や漁船の復旧事業，水産加工施設の建設等において，

事業開始前と事業完了時で，漁業者の賦存状況が大きく異なることが懸念される前述のよ

うに，三宅島では， 年の噴火後，漁業者，漁船が大幅に減少し，これが漁業協同組2000

合の経営を大きく圧迫することが予想されたことから，阿古港１港のみに漁港の冷蔵・冷

， ， 。凍 荷さばき機能を集約する形で ５港から 港への漁港機能の再編が行われた1 （ ）第６図

５港の機能を１港に集約するとしても，残りの４港をいきなり廃港にすることは，漁業者

の一層の漁業離れを加速することにもなり，関係者の合意を取り付けるのは大変難しかっ

たと思われる。そうした意味では，関係者の合意を得やすい現実的な再編計画であったと

， ， ， ，評価できるし 今後 東日本大震災の被災地で 漁港の再編を考えている地域にとっては

第７表　三宅島の漁業者に対する意向調査結果
　　　　　　　（2004年８月16日現在）

人　数 割　合
人 ％

調査票発送数 637 100.0
回答者数 302 47.4
操業の再開について

再開する 119 39.4
再開しない 98 32.4
今はわからない 41 13.6
未記入 44 14.6

資料：三宅村「三宅島農業・漁業および商工業者の意向調査について」

　 　　（平成16年９月15日）

注：再開に関する割合は回答者数に対するものである。
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大変，参考になる点が多い事例と

思われる。

また，東日本大震災の被災地で

は，漁業分野でも，農業分野と同

， ，様に 復旧事業の実施と合わせて

担い手確保に向けた対策を講じて

いく必要があると考えられる。そ

うした取組として， 年度から三24

宅 島で実施される予定の研修制度

に注目する必要がある。

この他，三宅島の水産業にとっ

て，今後の課題になると思われる

点は，同島には水産物の加工施設

第６図 三宅島における漁港の立地がないことである（ くさや」の加「

資料：三宅島観光協会資料より農林水産政策研究所で作成工販売を行う業者が１軒だけ神着集

落に立地している 「獲れても売れ）。

」 ， ，なかった魚の加工品化 の必要性を提言している島民もいたが 漁港の復旧に当たって）23

噴火の影響で，どのような魚類，藻類が獲れるか分からない状況で判断せざるを得なかっ

たこともあり，加工施設の建設は見送られている。今後，三宅島において，水産業を復興

させていくためには，水産物を活用した加工等の６次産業化的な取組が必要と考えられる

ので，漁獲量の回復を待って，今後，水産物の加工・流通に関して，どのような展開の仕

方があり得るのか，検討していく必要があると考えられる。

なお，三宅島では， 年の噴火後，大型漁船とともに避難した漁業者が，静岡県下2000

田市，式根島，大島を根拠地として，近隣漁協の協力を得ながら三宅島近海で操業を続け

ていた 。東日本大震災の被災地でも，復旧の早い漁港と遅い漁港で，このような助け合）24

いを行っていくことが有効と考えられたが，既に，東日本大震災の被災地でも，大きく被

災した港と被害の少なかった港との間で，そうした動きがあることが把握されている。今

後も，そうした協力関係が求められてくると考えられるが，その際には，三宅島と下田市

や式根島との間で取り決められた漁船の係留場所，漁場の棲み分け等のルールが参考にな

るものと思われる。

（４） 既存コミュニティの再生と変化の兆し

三宅島には５つの集落が存在し，それぞれが村を形成していて独立性が強く，大変狭い

範囲で固有の文化が保持され，島ことばもさらに分化して「旧部落ことば」も存在してい

た 。それらが， 年に阿古村，坪田村，三宅村の３村体制になり， 年には３村1946 1956）25

が合併し三宅村となって現在に至っている。１村になったとはいえ，５つの集落ごとの生

活圏域に対する意識は根強く存在していたが， 年の噴火で全島避難した際には，集2000

落ごとにまとまって避難することができなかったため，集落の住民間の結びつきが弱まっ

た一方で，避難先の公営住宅で，違う集落の住民間での交流が行われた。

大久保
漁港

湯の浜
漁港

伊ヶ谷
漁港

阿古
漁港 坪田

漁港
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こうした状況の中で，離島避難中には 「三宅島島民連絡会]の形成や全島民を対象に，

した三宅島島民ふれあい集会等の取組も行われ，三宅島で一つでの新たなコミュニティの

形成，外に開かれたコミュニティへの変質に結びついていくことが期待されたが，前述の

とおり，元々住んでいたところに，住民が再び住み始め，それから５年以上経ったことに

より，また，元の５集

落の関係に戻ってきて

しまっているという状

況を今回の現地調査で

。把握することとなった

逆に言えば，時間はか

写真13 帰島後伝統的な祭りも再開(三宅村役場ホームページより）かったものの従来の

集落コミュニティが再生されたてきたと見ることも可能であり，伝統的な祭り（富賀神社

大祭，牛頭天王祭，船祭り）も再開されており，中には，貴重な観光資源となっているも

のもある。

東日本大震災の被災地で，仮設住宅用の用地の確保や立地の関係，放射能の影響等で，

既存の地域コミュニティをそのまま維持することが難しいケースでは，できるだけ地域コ

ミュニティを維持・再生していく上で，三宅島からの避難民による「三宅島島民連絡会」

形成の動きや「三宅島島民ふれあい集会」の開催が参考になると思われる。

他方で，農林水産政策研究所の現地調査では， ターンや ターンで三宅島に新たに住U I

むようになった人達が増えていること， 年の噴火前は小学校３校，中学校３校，保2000

育園３園であったのが， 年の帰島後は小中校，保育園とも１園校体制となったこと2005

， ， 。で 園児や生徒 その保護者に一体感が出てきていることも同時に把握することができた

今後，ＵターンやＩターンで島に入ってきた人達が地域でどのような役割を担っていく

のか，あるいは学校の統合が，将来，どのような効果をもたらしていくのか，そうした点

を見極めていくことは，三宅島の復興にとって有効なだけでなく，東日本大震災の被災地

の復興にとっても参考になる点があると考えられる 。）26

また，島内に５集落あるうち，坪田集落の高濃度地区に住んでいた被災者，自力で自宅

を再建できなかった被災者の受け皿として，村営住宅が機能していることについては ，）27

今回の東日本大震災の被災地で，避難が長期化しそうな被災者や，高齢で自宅再建が難し

そうな被災者の生活の再興に対するヒントが数多く含まれていると思われる。

さらに，避難中に，三宅島特産物の栽培と種苗の確保を目的として開設された「三宅島

げんき農場」が，三宅島特産の観葉植物や島内緑化苗木の生産を目的として「三宅村ゆめ

農園」が，それぞれ開設され，結果として，農業者の営農意欲の低下を防ぎ，農業者間の

コミュニティを維持する点で貢献したと評価されているが，こうした農業者が営農を続け

ながらコミュニティを維持するノウハウは，今回の東日本大震災の被災地でも活用できる

ものと考えられる。

（５） 各復興対策の実施における有機的な連携，避難民の帰島との関係

年の噴火後の三宅島では，火山ガス対策，泥流対策，緑化対策，農業復興対策の2000
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４対策が，それぞればらばらに行われたのではなく，火山対策の進捗が，他の対策の進捗

を決定付けながら行われていった。さらに，空間的にも，火山ガス対策における規制区域

の設定，泥流対策における復旧事業の優先順位，緑化対策における緑化区域の設定が有機

的に結びつきながら進められていった。また，農業復興対策は，島民が帰島し営農を再開

することが前提となるため，帰島の方針を確定してからの対応となった。さらに，農家の

所得確保のために，緑化対策がこうした一連の動きにリンクして行われている 。）28

， ， ， ，こうした各対策の有機的な結びつきの知見は 放射能汚染処理 がれき処理 緑化対策

農業振興対策を合わせて実施しないといけない福島県の浜通り地域等の復興計画の策定の

際に参考になるものと考えられる。

注

１）農業，林業の被害については，東京都総合防災部（ 「東京都の災害」および干川剛史〔 〕 を参照。2005 19 p.6）

２）三宅村（ 「帰島世帯確認調査 。2005） 」

３） 歳未満 「高感受性者 （ぜん息等呼吸器疾患又は循環器疾患を有する者，新生児，乳児，妊婦もしくは，健康19 ， 」

診断で二酸化硫黄に対する感受性が高いと判断された者等 「要援護の者」は対象外。），

４）帰島届出は支援申請のための任意の届け出であるので，住民基本台帳とは整合性が取れていない。

５）正組合員になるには，年間 日以上海上で操業している必要があり，そのため，毎年，正組合員の数は振れやす90

いという面がある。

６）三宅島には，三池港（地方港湾 ，大久保港（地方港湾 ，阿古港（第４種漁港 ，坪田港（第２種漁港 ，湯の浜） ） ） ）

2000漁港 第１種漁港 伊ヶ谷漁港 第１種漁港 大久保漁港 第１種漁港 の７港がある うち５港が漁港（ ）， （ ）， （ ） （ ）。

年の噴火では，このうち，三池港，阿古港，坪田港，伊ヶ谷港の４港（漁港は３港）が被災している。

７）港の集約化については，漁業協同組合の理事が，避難先に足を運んで，理解を求めて，結果として，漁業協同組

合の総会で合意を得ている。

８）噴火前の宿泊施設数，現在の宿泊施設数は村役場からの聞き取りによる。なお，三宅島観光協会ホームページに

登録されている宿泊施設は 年現在 軒となっている。2012 30

15 p.4 22 pp.97-98 23 pp.186-187 29 p18９ 植村貴裕 田中淳・サーベイリサーチセンター 宮下加奈 浅野幸子） 〔 〕 ， 〔 〕 ， 〔 〕 ， 〔 〕

等を参照。木村拓郎も 年５月９日付けの島原新聞で同様の主張を展開している。2002

）宮下加奈〔 〕 ，大森哲至〔 〕 ，浅野幸子〔 〕 を参照。10 23 pp.186-187 27 pp.44-45 29 pp.12-14

）小，中学校は，三宅（伊豆地区 ，阿古，坪田にそれぞれ１校ずつあり， 人の生徒がいたが， 年の帰島後11 328 2005）

は伊豆地区の旧三宅校舎を使用して，それぞれ 校となり， 年４月現在，小学校 人，中学校 人合わせ1 2012 60 35

て 人の生徒が在籍している。95

）義援金に関するデータは三宅村役場による。12

）杉山愛，糸長浩司，栗原伸治，藤沢直樹〔 〕 ，植村貴裕〔 〕 ，宮下加奈〔 〕 ，大森哲13 10 p.597 15 pp.3-4 23 pp.185-186

至〔 〕 を参照。27 pp.43-44

）田中淳・サーベイリサーチセンター〔 〕 ，宮下加奈〔 〕 ，干川剛史〔 〕 を参照。14 22 pp.71-78 23 pp.187-188 19 pp.8-10

）田中淳・サーベイリサーチセンター〔 〕 を参照。15 22 p.72

16 15 pp.3-15 19 pp.4-5 22 pp.73-74 23 p.188） 〔 〕 ， 〔 〕 ， 〔 〕 ， 〔 〕植村貴裕 干川剛史 田中淳・サーベイリサーチセンター 宮下加奈

を参照。

）このことは，田中淳・サーベイリサーチセンター〔 〕 でも裏付けられている。具体的には，三宅島17 22 pp.119-122

発展に必要なこととして，島民の ％が「地場産業を興して働ける場所を作る」を， ％が「産科医や小児科医74 66
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56 53の専門医が常駐する医療機関を充実させる」を， ％が「高齢者医療を完備した医療機関を充実させる」を，

％が「在宅介護支援など高齢者福祉を充実させる」をそれぞれ挙げている。ただし，三宅島が離島であるため，医

療面での充実を挙げる島民が多かったことには留意が必要である。

）三宅村役場，三宅島漁業協同組合，ＪＡ東京島しょ三宅島店，複数の自治会の代表の方から，こうした指摘があ18

った。

）石原肇〔 〕 を参照。19 16 p.53

）田中淳・サーベイリサーチセンター〔 〕 を参照。20 22 p.40

）石原肇〔 〕 を参照。21 16 pp.53-54

）石原肇〔 〕 を参照。22 17 p.67

）田中淳・サーベイリサーチセンター〔 〕 を参照。23 22 p.206

）今回ヒアリング調査を行った漁業者は，当初，下田市にあった北区の臨海学園跡に２ヶ月ほど避難し（漁業協同24

組合が北区に掛け合ったとのこと ，その後，式根島に家を借りて，式根島から三宅島近海に出向く形で漁を再開）

している（式根島を基地にして漁を再開した漁船は６隻 。また，２隻が大島を基地にして（そのうちの１隻は後）

に式根島に移動 ，４～５隻が下田市を基地にして漁を再開している。）

）三宅島の神着，伊豆，伊ヶ谷，阿古，坪田の５集落の歴史と文化については，浅野幸子〔 〕 を参照。25 28 p.2

）桑村健司〔 ，浅野幸子〔 〕等が，こうした新たな住民や学校の統一の効果について言及している。26 26 28〕

）避難中，都営住宅等の公営住宅に長らく住んでいたことが，帰島後，村営住宅への居住に抵抗感を減らし，実際27

に引っ越し後もストレスが少なかったのではないかと村役場，複数の自治会代表が評価している。

）三宅島復興における４対策の関係については，石原肇〔 〕 を参照。28 17 pp.62-69
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